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表紙

「連結注記表」および「個別注記表」につきましては、法令および定款第16条の規
定に基づき、当社ホームページ（https://www.sanyu-co.co.jp）に掲載すること
により、株主の皆様に御提供しております。

第73回定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

連　結　注　記　表

個　別　注　記　表
（２０２１年４月１日から２０２２年３月３１日まで）

サンユー建設株式会社
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連結注記表

連結注記表
（継続企業の前提に関する事項）
　該当事項はありません。

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記）
１. 連結の範囲に関する事項

⑴ 連結子会社の状況
連結子会社の数 １社
連結子会社の名称

行方建設株式会社
⑵ 非連結子会社の状況

　非連結子会社の名称
サンユーエステート株式会社、株式会社中央造園設計事務所

　連結の範囲から除いた理由
非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金等
は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除外しておりま
す。

２. 持分法の適用に関する事項
持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称
　サンユーエステート株式会社、株式会社中央造園設計事務所、サンユーテクノ株式会社
持分法を適用しない理由
　持分法非適用会社は当期純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等からみて、持
分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がない
ため、持分法の適用範囲から除外しております。

３. 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。
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① 有形固定資産
（リース資産を除く）

定率法によっております。ただし、1998年４月１日以降に取得
した建物（附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得
した建物附属設備及び構築物については定額法によっておりま
す。
なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方
法と同一の基準によっております。

② 無形固定資産
（リース資産を除く）

定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可
能期間（５年）に基づく定額法によっております。

４. 会計方針に関する事項
⑴ 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券
関係会社株式 総平均法による原価法
その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は総平均法により算定）
市場価格のない株式等 総平均法による原価法

② 棚卸資産
未成工事支出金 個別法による原価法
販売用不動産・不動産事業支出金 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定）
製品・仕掛品 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定）
原材料及び貯蔵品 最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定）
⑵ 重要な減価償却資産の減価償却の方法

③ リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用
しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用し
ております。

④ 長期前払費用 定額法によっております。

－ 2 －
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⑶ 重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可
能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に備え、将来の支給見込額の
うち当期負担額を計上しております。

③ 完成工事補償引当金 完成工事の瑕疵担保責任に基づく補償費に備えるため、過去の完
成工事に係る補償費の実績を基準にして計上しております。

④　工事損失引当金　　　　　　　　受注工事に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末手持
工事のうち損失の発生が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見
積ることができる工事について、損失見込額を計上しておりま
す。

⑷　収益及び費用の計上基準
　　　顧客との契約については、以下の５ステップアプローチに基づき、約束した財又はサービスの支配が

顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に権利を得ると見込む対価の額で収益を認識して
おります。

ステップ１：顧客との契約を識別する
ステップ２：契約における履行義務を識別する
ステップ３：取引価格を算定する
ステップ４：契約における履行義務に取引価格を配分する

　　　ステップ５：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する

①　工事契約に係る収益認識
　　　　当社グループは建築事業において、比較的長期の工事契約を締結しており、顧客との工事請負契約

に基づいて工事目的物を引き渡す履行義務等を負っております。これらの契約については、履行義
務を充足するにつれて一定の期間にわたり収益を認識しております。
なお、履行義務の充足に係る進捗率の見積りの方法は、主として原価比例法（インプット法）によ
り算出しております。ただし、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれ
る時点までの期間がごく短い契約及び重要性が乏しい契約については一定の期間にわたり収益を認
識せず、完全に履行義務を充足した一時点で収益を認識しております。
また、履行義務が一定期間にわたり充足される工事契約において、進捗度を合理的に見積ることが
できない場合 、発生した費用のうち顧客から回収できると見込まれる金額を収益として認識する
原価回収基準を採用しております。

－ 3 －
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②　役務、サービス等の提供に係る収益認識
　　　　契約上の条件が一時点をもって完了する役務・サービス等の提供に係る契約については契約上の条

件が満たされた時点をもって収益を認識し、契約上の条件が一定期間にわたり役務やサービス等を
提供し続ける契約については、履行義務の充足に係る進捗度に応じて収益を認識しております。

⑸ その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
退職給付に係る会計処理の方法
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付に係る自己都合要支給額を計
上しております。

5.　会計方針の変更に関する注記
（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」
という。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。
当社グループでは、工事契約等については原則として、履行義務を充足するにつれて一定の期間にわた
り収益を認識しております。なお、履行義務の充足に係る進捗率の見積りの方法は、主として原価比例
法（インプット法）により算出しております。
ただし、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短
い契約及び重要性が乏しい契約については一定の期間にわたり収益を認識せず、完全に履行義務を充足
した一時点で収益を認識しております。
収益認識基準の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っ
ておりますが、利益剰余金の期首残高に与える影響はありません。

（時価の算定に関する会計基準の適用）
　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基
準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準19項及び「金融商品に関す
る会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-2項に定める経過的な扱いに従って、時価
算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。
　なお、連結計算書類に与える影響はありません。

－ 4 －
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６. 会計上の見積りに関する注記
（一定期間にわたり収益を認識する売上高）
　　　当社グループは、顧客との契約について履行義務を充足するにつれて一定期間にわたり収益を認識し

ております。履行義務の充足に係る進捗率の見積りの方法は、主として原価比例法（インプット法）に
より算出しており、工事収益総額、工事原価総額及び決算日における進捗度を合理的に見積りを行って
おります。
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

一定期間にわたり収益を認識する売上高　　　　　　5,012,918千円
（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　収益認識の基礎となる工事原価総額は、工事契約ごとの実行予算を使用して見積りを行っており
ますが、実行予算の策定にあたっては、必要となる施工内容に応じた外注費及び材料等の調達価格
の見積りに不確実性を伴うため、翌連結会計年度において、工事原価総額の見積りと実際の累積発
生原価に重要な乖離がある場合、または工事原価総額の見積りに重要な変更が生じた場合に、翌連
結会計年度における進捗部分に係る売上高が適切に反映されない可能性があります。

（工事損失引当金の計上）
　受注工事に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末における未引渡工事の損失見込額を計上
しております。
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

　工事損失引当金　　　　　　28,357千円
（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

工事損失引当金の計上にあたっては、未引渡工事の工事契約金額および原価支出見込額、代金回
収可能見込金額等の見積りにより損失見込額の算出を行っておりますが、それらの見積り要素につ
いては不確実性を伴っております。

翌連結会計年度において、見積り額と実際の発生額に重要な乖離がある場合や見積り額に重要な
変更が生じた場合に、翌連結会計年度の損益に影響を与える可能性があります。

－ 5 －



2022/05/31 14:15:05 / 21825526_サンユー建設株式会社_招集通知：Web開示

連結注記表

（固定資産の減損会計における割引前将来キャッシュ・フローの見積り）
　新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響により、当社グループのホテル事業では、運営する宿泊
施設で営業の縮小、臨時休業等の措置をしております。割引前将来キャッシュ・フローの見積りの前提
となる将来事業計画は新型コロナウイルス感染症の収束時期等の予測に基づいて作成しておりますが、
当該予測には重要な不確実性が含まれると判断しております。

⑴ 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
　収益性の低下により減損の兆候があると判断し、減損損失の認識の要否について使用価値をもって検
討を行った資産グループ（帳簿価額合計453,992千円）について、事業計画に基づく割引前将来キャッ
シュ・フローの総額が資産グループの固定資産の帳簿価額を超えると判断したため、減損損失は計上し
ておりません。

⑵ 割引前将来キャッシュ・フローの見積りの内容に関する情報
　ホテル事業では宿泊施設ごとに資産のグルーピングを行っております。資産グループについて市場価
格の著しい下落や収益性の低下等により減損の兆候があると認められる場合には、資産グループから得
られる割引前将来キャッシュ・フローの総額と固定資産の帳簿価額を比較し、減損損失の認識の要否の
判定を行っております。
　なお、割引前将来キャッシュ・フローの総額の見積りについては、入手可能な外部情報等を基に算出
した宿泊者数等の見積りに基づいております。

⑶ 新型コロナウイルス感染症の感染拡大が将来キャッシュ・フローの見積りに与える影響
　新型コロナウイルス感染症の影響は変化し続けているため、その影響範囲と影響期間の予測には重要
な不確実性が含まれていると判断しております。
　新型コロナウイルス感染症の収束時期や経済環境への影響が仮定と異なる場合には、翌連結会計年度
の連結計算書類において減損損失の計上が必要となる可能性があります。

－ 6 －
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有形固定資産の減価償却累計額 2,547,629千円

普通株式 4,000,000株

決 議 株式の種類 配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2021年 6 月28日
定 時 株 主 総 会 普 通 株 式 53,519 15 2021年 3 月31日 2021年 6 月29日

2021年11月12日
取 締 役 会 普 通 株 式 35,849 10 2021年 9 月30日 2021年12月14日

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2022年 6 月28日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 53,774 15 2022年 3 月31日 2022年 6 月29日

７. 連結貸借対照表に関する注記

８. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴ 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

⑵ 剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額等

② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になるもの

－ 7 －
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連結貸借対照表計上額 時　価 差　額
⑴投資有価証券

①その他有価証券 338,533 338,533 －

⑵預り保証金 (565,837) (532,354) △33,482

９. 金融商品に関する注記
⑴ 金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入、社債の
発行により資金を調達しております。
　受取手形及び売掛債権等に係る顧客の信用リスクは、与信管理を行うことによってリスク低減を図っ
ております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握
を行っております。

⑵ 金融商品の時価等に関する事項
　2022年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで
あります。

（単位：千円）

（注）１. 市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額1,100千円）は「(1)投資有価証券①その他有価証
券」には含めておりません。

２. 短期間で決済される「現金預金」「受取手形」「完成工事未収入金」「不動産事業未収入金」
「売掛金」「工事未払金」「買掛金」は記載を省略しております。

３.  負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
⑶ 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つ
のレベルに分類しております。
　レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定し
た時価
　レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて
算定した時価
　レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットが
それぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類してお
ります。
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区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券

　その他有価証券 338,533 － － 338,533

区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

　預り保証金 － 532,354 － 532,354

①　時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
（単位：千円）

②　時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：千円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
　　　預り保証金

　　　　　当該保証金の残存預り期間等及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定し
ており、レベル２の時価に分類しております。
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連結貸借対照表計上額
当連結会計年度末の時価

当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

4,737,088 460,482 5,197,571 7,055,603

売上区分
合計

建築事業 不動産事業 金属製品事業 ホテル事業

 外部顧客への売上高 5,936,751 1,417,449 404,558 361,230 8,119,989

1０. 賃貸等不動産に関する注記
⑴ 賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社グループでは、東京都その他の地域において、賃貸用オフィスビル及び賃貸住宅等を保有してお
ります。当連結会計年度における当該賃貸等不動産に係る賃貸損益は428,207千円（賃貸収益は不動産
事業収入に、賃貸費用は不動産事業原価に計上）であります。

⑵ 賃貸等不動産の時価に関する事項
（単位：千円）

（注）１. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であ
ります。

２. 当連結会計年度の主な増加額は不動産２棟の購入によるものであります。
３. 当連結会計年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額

（指標等を用いて調整を行ったものを含む。）であります。

11.  収益認識に関する注記
(1)顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等「4.会計方針に関する事項⑷収益及
び費用の計上基準」に記載のとおりであります。
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当連結会計年度

　契約資産 555,846千円

　契約負債 362,035千円

⑴ １株当たりの純資産額 3,096円90銭
⑵ １株当たりの当期純利益 36円69銭

(3) 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
　完成工事未収入金に含まれる契約資産及び未成工事受入金に含まれる契約負債の残高は、以下のとお

りであります。

1２. １株当たり情報に関する注記

1３. 重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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① 有形固定資産
（リース資産を除く）

定率法によっております。ただし、1998年４月１日以降に取得
した建物（附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得
した建物附属設備及び構築物については定額法によっておりま
す。
なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方
法と同一の基準によっております。

② 無形固定資産
（リース資産を除く）

定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可
能期間（５年）に基づく定額法によっております。

個別注記表
１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴ 資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券

子会社株式及び関連会社株式 総平均法による原価法
その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は総平均法により算定）
市場価格のない株式等 総平均法による原価法

② 棚卸資産
未成工事支出金 個別法による原価法
販売用不動産・不動産事業支出金 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定）
製品・仕掛品 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定）
原材料及び貯蔵品
　金属製品用材料 最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定）
⑵ 固定資産の減価償却の方法

③ リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用
しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用し
ております。

④ 長期前払費用 定額法によっております。
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⑶ 引当金の計上基準
① 貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可
能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に備え、将来の支給見込額の
うち当事業年度負担額を計上しております。

③ 完成工事補償引当金 完成工事の瑕疵担保責任に基づく補償費に備えるため、過去の完
成工事に係る補償費の実績を基準にして計上しております。

④ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付
に係る自己都合要支給額を計上しております。

⑤　工事損失引当金　　　　　　　　受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末手持工事
のうち損失の発生が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積る
ことができる工事について、損失見込額を計上しております。

⑷ 収益及び費用の計上基準
　　　顧客との契約については、以下の５ステップアプローチに基づき、約束した財又はサービスの支配が

顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に権利を得ると見込む対価の額で収益を認識して
おります。

ステップ１：顧客との契約を識別する
ステップ２：契約における履行義務を識別する
ステップ３：取引価格を算定する
ステップ４：契約における履行義務に取引価格を配分する

　　　ステップ５：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する
①　工事契約に係る収益認識

　　　　当社は建築事業において、比較的長期の工事契約を締結しており、顧客との工事請負契約に基づい
て工事目的物を引き渡す履行義務等を負っております。これらの契約については、履行義務を充足
するにつれて一定の期間にわたり収益を認識しております。
なお、履行義務の充足に係る進捗率の見積りの方法は、主として原価比例法（インプット法）によ
り算出しております。ただし、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれ
る時点までの期間がごく短い契約及び重要性が乏しい契約については一定の期間にわたり収益を認
識せず、完全に履行義務を充足した一時点で収益を認識しております。
また、履行義務が一定期間にわたり充足される工事契約において、進捗度を合理的に見積ることが
できない場合 、発生した費用のうち顧客から回収できると見込まれる金額を収益として認識する
原価回収基準を採用しております。
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②　役務、サービス等の提供に係る収益認識
　　　　契約上の条件が一時点をもって完了する役務・サービス等の提供に係る契約については契約上の

条件が満たされた時点をもって収益を認識し、契約上の条件が一定期間にわたり役務やサービス
等を提供し続ける契約については、履行義務の充足に係る進捗度に応じて収益を認識しておりま
す。

２.　会計方針の変更に関する注記
（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」
という。）等を当事業年度の期首から適用しております。
当社では、工事契約等については原則として、履行義務を充足するにつれて一定の期間にわたり収益を
認識しております。なお、履行義務の充足に係る進捗率の見積りの方法は、主として原価比例法（イン
プット法）により算出しております。
ただし、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短
い契約及び重要性が乏しい契約については一定の期間にわたり収益を認識せず、完全に履行義務を充足
した一時点で収益を認識しております。
収益認識基準の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っ
ておりますが、利益剰余金の期首残高に与える影響はありません。

（時価の算定に関する会計基準の適用）
　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基
準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準19項及び「金融商品に関する会
計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-2項に定める経過的な扱いに従って、時価算定
会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。
　なお、計算書類に与える影響はありません。

－ 14 －



2022/05/31 14:15:05 / 21825526_サンユー建設株式会社_招集通知：Web開示

個別注記表

３. 会計上の見積りに関する注記
（一定期間にわたり収益を認識する売上高）
　　　当社は、顧客との契約について履行義務を充足するにつれて一定期間にわたり収益を認識しておりま

す。履行義務の充足に係る進捗率の見積りの方法は、主として原価比例法（インプット法）により算出
しており、工事収益総額、工事原価総額及び決算日における進捗度を合理的に見積りを行っておりま
す。
（1）当事業年度の計算書類に計上した金額

一定期間にわたり収益を認識する売上高　　　　　　4,245,431千円
（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　収益認識の基礎となる工事原価総額は、工事契約ごとの実行予算を使用して見積りを行っており
ますが、実行予算の策定にあたっては、必要となる施工内容に応じた外注費及び材料等の調達価格
の見積りに不確実性を伴うため、翌事業年度において、工事原価総額の見積りと実際の累積発生原
価に重要な乖離がある場合、または工事原価総額の見積りに重要な変更が生じた場合に、翌事業年
度における進捗部分に係る売上高が適切に反映されない可能性があります。

（工事損失引当金の計上）
　受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末における未引渡工事の損失見込額を計上して
おります。
（1）当事業年度の計算書類に計上した金額

　工事損失引当金　　　　　　28,357千円
（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

工事損失引当金の計上にあたっては、未引渡工事の工事契約金額および原価支出見込額、代金回収
可能見込金額等の見積りにより損失見込額の算出を行っておりますが、それらの見積り要素について
は不確実性を伴っております。
翌事業年度において、見積り額と実際の発生額に重要な乖離がある場合や見積り額に重要な変更が生
じた場合に、翌事業年度の損益に影響を与える可能性があります。

（固定資産の減損会計における割引前将来キャッシュ・フローの見積り）
　新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響により、当社グループのホテル事業では、運営する宿泊
施設で営業の縮小、臨時休業等の措置をしております。割引前将来キャッシュ・フローの見積りの前提
となる将来事業計画は新型コロナウイルス感染症の収束時期等の予測に基づいて作成しておりますが、
当該予測には重要な不確実性が含まれると判断しております。

⑴ 当事業年度の計算書類に計上した金額
　収益性の低下により減損の兆候があると判断し、減損損失の認識の要否について使用価値をもって検
討を行った資産グループ（帳簿価額合計453,992千円）について、事業計画に基づく割引前将来キャッ

－ 15 －



2022/05/31 14:15:05 / 21825526_サンユー建設株式会社_招集通知：Web開示

個別注記表

⑴ 有形固定資産の減価償却累計額 2,505,814千円

① 短期金銭債権 102千円
② 短期金銭債務 4,212千円
③ 長期金銭債務 820千円

関係会社との取引高
　　営業取引による取引高

　売上高 17,322千円
　仕入高 32,353千円

　営業取引以外の取引高 269千円

普通株式 415,032株

シュ・フローの総額が資産グループの固定資産の帳簿価額を超えると判断したため、減損損失は計上し
ておりません。

⑵ 割引前将来キャッシュ・フローの見積りの内容に関する情報
　ホテル事業では宿泊施設ごとに資産のグルーピングを行っております。資産グループについて市場価
格の著しい下落や収益性の低下等により減損の兆候があると認められる場合には、資産グループから得
られる割引前将来キャッシュ・フローの総額と固定資産の帳簿価額を比較し、減損損失の認識の要否の
判定を行っております。
　なお、割引前将来キャッシュ・フローの総額の見積りについては、入手可能な外部情報等を基に算出
した宿泊者数等の見積りに基づいております。

⑶ 新型コロナウイルス感染症の感染拡大が将来キャッシュ・フローの見積りに与える影響
　新型コロナウイルス感染症の影響は変化し続けているため、その影響範囲と影響期間の予測には重要
な不確実性が含まれていると判断しております。
　新型コロナウイルス感染症の収束時期や経済環境への影響が仮定と異なる場合には、翌事業年度の計
算書類において減損損失の計上が必要となる可能性があります。

４. 貸借対照表に関する注記

⑵ 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

５. 損益計算書に関する注記

６. 株主資本等変動計算書に関する注記
 当事業年度の末日における自己株式の種類及び数
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繰延税金資産
未払事業税 5,013千円
賞与引当金 1,299千円
退職給付引当金 84,178千円
長期未払金 12,266千円
完成工事補償引当金 121千円
工事損失引当金 8,592千円
株式報酬費用 9,132千円
関係会社株式評価損 65,842千円
減損損失 3,759千円

繰延税金資産小計 190,206千円
評価性引当額 △69,602千円

繰延税金資産合計 120,604千円
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △43,979千円
繰延税金負債合計 △43,979千円
繰延税金資産の純額 76,624千円

⑴ １株当たりの純資産額 3,093円99銭
⑵ １株当たりの当期純利益 33円78銭

７. 税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

８. リースにより使用する固定資産に関する注記
　貸借対照表に計上した固定資産のほか、車両及び事務機器等の一部については、所有権移転外ファイ
ナンス・リース契約により使用しております。

９. 収益認識に関する注記
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報について、「連結注記表　収益認識に
関する注記」に同一の内容を記載しておりますので注記を省略しております。

10. １株当たり情報に関する注記

11. 重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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